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 研究要旨：小児潰瘍性大腸炎(UC)症例では、成長障害など不可逆的障害の出現する前の手術が望まれ

るが、家族的な背景にも手術時期は影響を受ける。また、術後は成人以上に長期的な QOL の維持が要求

される。小児 UC 症例に対する本邦報告例は数本の報告が存在するが、各施設の症例数が少数であるた

めに、十分な検討がなされていない。そこで、班会議として小児 UC 症例を集積し、手術適応、術式、

長期予後について検討することを目的とした。 
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A. 研究目的 

 小児 UC 症例も増加傾向にあるが、その周術

期合併症、術式、術後の長期経過については

明らかにされていない。その一つの要因とし

ては、各施設の症例数が少数であるために、

十分な検討が困難であることが一因である。

そこで、班会議の参加施設でアンケート調査

を行い、小児 UC 手術症例の現状を明らかにす

ることを目的とした。 

 

B. 研究方法 

 アンケート用紙を作成し、各施設に送付後

解析を行う。 

（倫理面への配慮） 

 アンケートは連結可の匿名化として行うの

で、倫理的な問題は生じない。 

 

C. 研究結果 

 現時点では当科の症例のみの結果となる。

2014 年 12 月 31 日までに手術を行った 15 歳

以下の UC 症例は 39 例で、これはすべての手

術数の 39/1628(2.4%)にあたる。男女比は

18/21。緊急手術症例は 12 例(30.8%)であった。

周術期死亡症例が 1例あるため、再建手術ま

で終了した症例は 38 例である。 



 累積 10 年の pouch 機能率は 84%であり、男

児と女児の検討でも有意差はなかった。 

   最近の問題点として、術後に瘻孔形成、関

節炎症状の増悪などで、抗 TNFα抗体製剤の

使用が必要になる症例が存在する。当科の症

例でも 3例、術後に抗 TNFα抗体製剤を投与

しており、1例は倍量投与でも関節痛のコン

トロールが困難になりつつある。 

 

D. 考察 

 小児症例の場合、手術の決定には、患者の

現状を客観的に判断した医療サイドの意見だ

けでなく、両親を中心とした家族の要因にも

大きく左右される。小児の場合、成人以上に

長期に渡る QOL の維持が必要となるが、術後

の長期経過いついては本邦の多数例の報告は

ない。また、成長障害が大きな問題点あるこ

とはすでに報告されている。長期経過が良好

であることが明らかとなれば、家族からの同

意も得やすくなる。 

 現在までの報告例をみると、羽根田らの 8

例の報告および辰巳らの 25 例の報告では、経

過観察の終了時点の pouch 機能率はいずれも

100%と報告されている。一方、当科の検討で

は、累積 10 年の pouch 機能率は 84%とやや不

良である。さらに、pouch 機能は維持されて

いるものの、腸管外合併症のコントロールの

ために、抗 TNFα抗体製剤の投与を必要とす

る症例も存在する。これらの症例の長期予後

についても今後、明らかにしていかなければ

ならない。 

 

E. 結論 

 本邦の小児 UC 症例の術式、周術期合併症、

長期予後を明らかにすることは、小児症例の

術前の同意を得るうえで貴重な参考資料とな

るものと思われる。 
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